
国立研究開発法人日本原子力研究開発機構人形峠環境技術センター周辺 

環境保全等に関する覚書 

 

鳥取県（以下「甲」という。）、三朝町（以下「乙」という。）及び国立研究開発法人

日本原子力研究開発機構（以下「丙」という。）は、平成 30 年 12 月 25 日に締結した国

立研究開発法人日本原子力研究開発機構人形峠環境技術センター周辺環境保全等に関

する協定書（以下「協定」という。）第１３条の規定に基づき、次のとおり覚書を締結

する。 

 

（新増設計画の範囲） 

第１条 協定第５条第１項に規定する「施設」は、核原料物質、核燃料物質及び原子炉

の規制に関する法律（昭和３２年法律第１６６号）及び放射性同位元素等による放射

線障害の防止に関する法律（昭和３２年法律第１６７号）に基づく許認可を必要とす

るもの並びに地域の環境保全に密接な関係を有するものとし、軽易なものを除くもの

とする。 

 

（測定計画及びその結果の提出等） 

第２条 協定第６条第２項の規定に基づく監視測定計画については、甲及び丙が年度開

始前までに定めるものとする。 

２ 協定第６条第４項の規定に基づき丙が甲及び乙に対して行う監視測定の結果の提

出は、四半期毎の測定結果について，当該四半期終了後１月以内に行うものとする。 

３ 協定第６条第５項に規定する「連絡」は、状況に応じ文書又は電話で行うものとす

る。 

 

（報告） 

第３条 協定第８条に規定する「報告」は、文書で行うものとし、その時期及び回数は、

次のとおりとする。 

（１）各年度の事業計画については、当該年度当初に行うものとする。 

（２）施設の運転状況及び施設の建設工事の進捗状況については、四半期毎に当該四

半期終了後１月以内に行うものとする。 

 

（通報） 

第４条 協定第９条に規定する「通報」は、直ちに電話で行うとともに、事態の経過に

応じ遅滞なく文書で行うものとする。 

２ 協定第９条第２号に規定する「故障」は、軽易なものを除くものとする。 

 

（現地確認等） 

第５条 協定第１０条第１項の規定に基づき丙の施設を現地確認する者は、あらかじめ

身分及び要件を明らかにするとともに、現地確認に際しては、安全確保のため丙の保

安関係の規定及び指示に従うものとする。 

 

（協議） 

第６条 この覚書に定める事項を変更しようとするとき若しくは解釈に疑義が生じた

とき又はこの覚書に定めのない事項については、甲、乙及び丙が協議して定めるもの

写 



とする。 

 

 

この覚書締結の証として、本書３通を作成し、甲、乙及び丙において記名押印の上、

それぞれ１通を保有するものとする。 

 

 

平成 30 年 12 月 25 日 

 

 

甲 鳥取県 

鳥取県知事 平 井 伸 治 

 

 

 

 

乙 三朝町 

三朝町長  松 浦 弘 幸 

 

 

 

 

丙 国立研究開発法人日本原子力研究開発機構 

  理事長   児 玉 敏 雄 


